
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦争させない・9条を壊すな！総がかり行動実行委員会は、11月 15 日、南スーダンＰＫＯに派兵する自衛

隊部隊に、戦争法にもとづく「駆けつけ警護」などの新たな任務を付与する閣議決定を強行しました。戦争

法の発動に向けて、つきすすもうとする安倍政権に反対して、早朝官邸前行動に駆けつけた 350 人の仲間た

ちは、満身の怒りをこめて抗議しました。 

 

「殺し殺される」危険を高める閣議決定には断固反対！ 
「戦争させない・9条を壊すな！総がかり行動実行委員会」を代表して、全労

連の長尾ゆり副議長は、「自衛隊は、憲法の制約を受け、銃口を他国の人に向け

ることはなく、攻撃されることもなかった。閣議決定によって、戦後 71年間、

憲法のもとで日本国民が営々と築いてきた平和を破壊し戦争の体制にこの国を

塗り替える暴挙だ」と痛烈に批判し「だれの子どもも殺させない、どの国の人の

命も政府の行為によって命がうばわれることがあってはならない。自衛隊ＰＫＯ

部隊への新任務付与決定強行は撤回せよ。自衛隊は南スーダンから撤退せよ、新

部隊は派兵するな、戦争法は今すぐ廃止、安倍政権はいますぐ退陣せよ」と

強調し、運動をさらにさらに広げていくことをよびかけました。 

憲法研究者の日本体育大学の清水雅彦教授、ジャーナリストの志葉玲氏、

群馬から日蓮宗の小野上人、神奈川の平和遺族会代表が抗議の声をあげまし

た。国会議員を代表して日本共産党の高橋千鶴子衆議院議員、民進党の近藤

昭一衆議院議員、社民党の福島みずほ参議院議員がスピーしました。「戦争

させない 1000 人委員会」の福山真劫氏が、今後の行動提起をおこない、こ

れからも引き続き勝つまでたたかいつづけ、みんなの声で包囲することを呼

びかけました。(憲法共同センターＮＥＷＳ第 181 号) 

 

駆け付け警護反対！御茶ノ水駅前で全労連女性部が署名宣伝行動 
駆け付け警護の新任務を付与した自衛隊の南スーダン

派兵の閣議決定がされようとする前日、全労連女性部

常任委員会前の憲法宣伝では、30 分の宣伝でしたが、

次々に、「署名をしたい」「怖い。安倍は暴走している」

と南スーダンからの撤退 18 筆、沖縄への基地押しつけ

撤回17筆集まりました。（全労連女性部ニュースNO745） 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全労連、憲法共同センター関連団体の集合場所は国会図書館前になります。 

南スーダンＰＫＯ派遣部隊の任務拡大に強く抗議する（談話） 

 安倍政権は本日、多くの国民の反対と懸念の声を押し切り、南スーダンＰＫＯ（国連平

和維持活動）派遣部隊に対して、安保法制（戦争法）にもとづく「駆け付け警護」と「宿

営地の共同防護」の任務を付与する実施計画を閣議決定した。 

 全労連は、強い怒りを持って厳しく抗議するとともに、閣議決定の撤回と現地の治安情

勢の悪化を踏まえた撤退を強く要求する。 

 今回任務拡大された「駆け付け警護」は、国連職員らが暴徒などに襲われた際、要請に

応じて自衛隊員が救援に赴く任務とされており、交代で派遣される施設部隊に付与される

が、現地の治安情勢は、大統領派と副大統領派が武力衝突を繰り返し、大統領派の部隊が

国連職員を襲うなどの事態も発生しているように、極めて深刻といわざるを得ない。 

 安倍政権は「対応できる国連部隊が存在しないなど、限定的、応急的、一時的な措置と

しておこなう」と説明しているが、現地の治安情勢の悪化を踏まえれば、戦後初めて自衛

隊員が他国で殺し殺される事態となり、犠牲者が出る危険性が高いといわざるを得ない。

PKO 参加 5原則に照らしても、本来は撤退すべき事態なのである。 

 安倍政権がこうまでして PKO 派遣部隊の任務拡大に固執したのは、憲法違反が明白な安

保法制（戦争法）の既成事実づくりであり、アメリカと一緒に海外で戦争する国づくりを

前にすすめるためにほかならない。そのために、日本の若者のいのちを弄ぶことなど断じ

て許されない。 

 世界はいま、テロの拡散や大量の難民問題に苦しんでいるが、その根底には格差と貧困

の拡大など経済問題があることは強く指摘されることであり、また、アメリカを中心とし

た力による封じ込め策が完全に失敗し、泥沼の状況に陥っているということである。 

 だとすれば、日本がやるべきは自衛隊派遣部隊の任務拡大ではなく、平和憲法を持つ国

の独自性を発揮して、平和外交と人道支援をすすめる国際貢献である。 

 全労連は引き続き諸団体との共同を強めて、南スーダンＰＫＯ派遣部隊の撤退と安保法

制（戦争法）廃止を求めるとりくみを推進し、平和憲法を全面的に活かした政治への転換

を実現するために、全力をあげる決意である。 

2016 年 11 月 15 日 

全国労働組合総連合 事務局長 井上 久 

 


